
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

審査基準（申請に対する処分関係） 

 

資料番号 ５７－１ 担当課 建築住宅課 

法令名 

住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する

法律 

根拠条項 第10条第1項 
許認可等

の内容 

住宅確保要配慮者円滑入居賃

貸住宅事業の登録 

（登録の基準等） 

第十条 都道府県知事は、第八条の登録の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときは、

次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をしなければならない。 

一 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の各戸の床面積が、国土交通省令で定める規模以上で

あること。 

二 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の構造及び設備が、住宅確保要配慮者の入居に支障を

及ぼすおそれがないものとして国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

三 前条第一項第六号に掲げる範囲が定められている場合にあっては、その範囲が、住宅確保

要配慮者の入居を不当に制限しないものとして国土交通省令で定める基準に適合するもので

あること。 

四 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件が、国土交通省令で定める基

準に従い適正に定められるものであること。 

五 その他基本方針（住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が市町村賃貸住宅供給促進計画が作

成されている市町村の区域内にある場合にあっては基本方針及び市町村賃貸住宅供給促進計

画、住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅が都道府県賃貸住宅供給促進計画が作成されている

都道府県の区域（当該市町村の区域を除く。）内にある場合にあっては基本方針及び都道府県

賃貸住宅供給促進計画）に照らして適切なものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


